
（実施類型） （取組の概要及び効果） （実施（予定）時期）

（取組の概要） （検討状況・課題）

団体名 業種名 事業名 施設名

常陸大宮市 水道事業 ― ー

現行の経営
体制を継続指定管理者

制度
包括的

民間委託
PPP/PFI方式

の活用
地方独立行政法

人への移行

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

広域化等
民間活用

●

取組事項 （水道事業）広域化等

実施済
経営統合

施設の
共同設置・利用

実施予定

施設管理の
共同化

管理の一体化

年 月 日

検討中 ●
近隣の事業体とのシェアード
サービス（共同発注）で，窓口
業務を検討中である。

検討状況：近隣事業体との勉強会を実施。業者より見積聴取を
行った。
課題：開始時期の検討，予算措置など。

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（令和3年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況



（実施類型） （取組の概要及び効果） （実施（予定）時期）

（取組の概要） （検討状況・課題）

検討中 ●
近隣の事業体とのシェアード
サービス（共同発注）で，窓口
業務を検討中である。

検討状況：近隣事業体との勉強会を実施。業者より見積聴取を
行った。
課題：開始時期の検討，予算措置など。

汚泥処理の
共同化

維持管理・事務
の共同化

最適な汚水処理施設
の選択（最適化）

実施予定

処理場廃止あり 処理場廃止なし

年 月 日

公共下水･流域下
水の統合

公共下水同士
の統合

農集排水･公共下水と
の統合

特環施設と公共下
水との結合

その他

取組事項 （下水道事業）広域化等

実施済
汚水処理施設の

統廃合

●

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

広域化等
民間活用 現行の経営

体制を継続指定管理者
制度

包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

地方独立行政法
人への移行

団体名 業種名 事業名 施設名

常陸大宮市 下水道事業 公共下水道 ー

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（令和3年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況



（実施類型） （取組の概要及び効果） （実施（予定）時期）

（取組の概要） （検討状況・課題）

検討中 ●
近隣の事業体とのシェアード
サービス（共同発注）で，窓口
業務を検討中である。

検討状況：近隣事業体との勉強会を実施。業者より見積聴取を
行った。
課題：開始時期の検討，予算措置など。

汚泥処理の
共同化

維持管理・事務
の共同化

最適な汚水処理施設
の選択（最適化）

実施予定

農集排水･公共下水と
の統合

特環施設と公共下
水との結合

その他

月 日

公共下水･流域下
水の統合

公共下水同士
の統合

処理場廃止あり 処理場廃止なし

年

取組事項 （下水道事業）広域化等

実施済
汚水処理施設の

統廃合

●

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

広域化等
民間活用 現行の経営

体制を継続指定管理者
制度

包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

地方独立行政法
人への移行

団体名 業種名 事業名 施設名

常陸大宮市 下水道事業 農業集落排水施設 ー

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（令和3年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況



（取組の概要及び効果） （全部と一部の別） （実施（予定）時期）

（取組の概要） （検討状況・課題）

団体名 業種名 事業名 施設名

常陸大宮市 下水道事業 特定地域排水処理施設 ー

現行の経営
体制を継続指定管理者

制度
包括的

民間委託
PPP/PFI方式

の活用
地方独立行政法

人への移行

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

広域化等
民間活用

実施済
全部廃止 一部廃止

⑤広域化による廃止

⑥その他

取組事項 事業廃止

●

①診療所化・介護施設化

検討中 ● 浄化槽整備事業の統一（管理） 検討：統一（管理）スケジュール，使用者説明会の開催方法など

②簡易水道事業の飲料水供給施設化

年 月 日

実施予定

③事業目的の完了（造成地等の売却等の
   完了）による廃止

④民営化・民間譲渡による廃止

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（令和3年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（令和3年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況



（取組の概要及び効果） （全部と一部の別） （実施（予定）時期）

（取組の概要） （検討状況・課題）

団体名 業種名 事業名 施設名

常陸大宮市 宅地造成事業 その他造成 ー

現行の経営
体制を継続指定管理者

制度
包括的

民間委託
PPP/PFI方式

の活用
地方独立行政法

人への移行

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

広域化等
民間活用

実施済 ●

宅地造成事業の目的を達成し
たことにより、特別会計を廃止
し一般会計へ移行した。

全部廃止 一部廃止

⑤広域化による廃止

 ⑥その他

取組事項 事業廃止

●

令和

●  

3 3 31
 ①診療所化・介護施設化

検討中

 ②簡易水道事業の飲料水供給施設化

年 月 日

実施予定

●
③事業目的の完了（造成地等の売却等の
   完了）による廃止

 ④民営化・民間譲渡による廃止

 

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（令和3年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（令和3年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況

実施状況

抜本的な改革の取組状況


